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２Ｄ２５ 

技術アーキテクチャ分析に基づく事業モデルの設計手法 
－アーキテクチャの革新、新たなバリュー・チェーンと競争優位－ 

 
○能見利彦（経済産業省） 

 

 

 
１．はじめに 

ジェームス・ワットが蒸気機関を発明した頃は,
技術の開発，特許権による保護,収益の専有化との

マネジメントは極めて単純で容易だった.すなわ

ち, ニューコメンの熱機関（1712 年）では, ピス

トンを上げ下げする度にシリンダー全体を加

熱・冷却していたので熱効率は 1％と極めて低か

ったが,1769 年にワットが「復水器」を発明して,
蒸気だけを冷却するようにし,１つの特許を取得

した.これによって熱効率は 4％になり, 使用する

石炭の量は 4 分の 1 になった.ワットは,蒸気機関

が設置される度に特許料を得て経済的に成功し,
このイノベーションによってイギリスの産業革

命が始まった.大変分かりやすいストーリーであ

る. 
しかし,現在のイノベーション・マネジメントは極め

て複雑になった.１つの製品に必要とされる要素技術

は数が多く,情報機器などでは数百,数千の特許が使

われている.したがって,個々の技術が製品の競争力

にどう貢献しているかがはっきりせず,１つの発明の経

済価値も分かりにくくなった.しかも,新商品を開発した

企業が収益を上げるとは限らず,後発企業やキーパ

ーツのメーカーに収益を奪われるかもしれない.研究

開発からビジネスで収益を上げるまで,多くの資金,人

材,期間を必要とするが,実際に収益が上がるか,その

リスクは極めて大きくなった1. 

本来,収益を上げるための事業戦略を考えてから,

そのための研究開発戦略を構築できれば,研究開発

投資は効率的になるが,それにはどうすべきだろう

か？また,オープン・イノベーションとして,川上・川下

の企業との共同研究を目指すには,自社の事業範囲

を定めてから研究開発する領域や共同研究する相

手を決めるべきだが,それにはどうすべきだろうか？

一般的に,MOT では,事業戦略,研究開発戦略,特許

戦略を一体的に構築すべきとされているが,その手法

は示されてこなかった.そのため,私としては,アーキテ

クチャ・イノベーションを対象として,研究開発を本格

化させる前に,①アーキテクチャ分析,②技術－市場

分析,③バリューネット分析の３つを行って,研究開発

                                                  
1榊原（2005）や妹尾（2009）も,この問題を指摘してい

る. 

からビジネスまでの戦略を立てることを提案する.ここ

で,アーキテクチャとは製品に使われる要素技術の組

み合わせである.「バリューネット分析」とは A.ブランデ

ンバーガーと B.ネイルバブが提唱するコーペティショ

ン戦略をイノベーションによる収益性のシミュレーショ

ン手法として応用するものであり,丸山(2005)による用

語を踏襲する.以下に,この３つの分析手法を示す. 

 

２．アーキテクチャ分析 

技術イノベーションが生じる時は,要素技術が新し

くなるか,要素技術の組み合わせ方（すなわち,アーキ

テクチャ）が新しくなるかである．アーキテクチャの革

新が起こる時には,必要となる要素技術の項目も変化

する.このようなアーキテクチャ・イノベーションをマネ

ジメントするためには,網羅的に要素技術を研究開発

するよりも,事前にアーキテクチャを分析して, 関係す

る要素技術の全体像を,要素技術相互の補完関係や

代替関係に着目して,俯瞰図を作成することが有意

義である． 
要素技術の代替関係,補完関係を,フラット・ディ

スプレイの要素技術の構造を例にして見ること

とする. 
フラット・ディスプレイには,次の４つの技術

方式がある. 
 PDP:プラズマ・ディスプレイパネル 
 LCD:液晶パネル 
  OEL:有機 EL パネル 
  FED:フィールド・エミッションディスプレ

イパネル 
この４つの技術方式は,いずれも電気信号を光

に変換するとの基本的な機能は同一であり,代替

可能である.こうした代替技術が競合関係にある

ことは,PDPの薄型テレビとLCDの薄型テレビと

が市場で激しく競争したように明らかである. 
一方で,これら４つの技術方式のいずれを利用

した場合でも,テレビ放送,PC などから送られる

文字や絵,写真,動画などのイメージ情報に基づい

て,ディスプレイの 2 次元上のどの画素を点滅さ

せるべきかを制御する技術,すなわち駆動技術,が
必要になる. 

駆動技術には,パッシブ・マトリックス方式と
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アクティブ・マトリックス方式とがある.パッシ

ブ・マトリックス方式では,X 軸と Y 軸に配線が

あり, On／Off の信号はそれぞれの配線を順に移

動しながら,ともにOnの信号が交差する画素を点

滅させる方式である.この方式では,順番の来た画

素にしか信号が送られないので,ある瞬間に点滅

しているのは１つの画素しかなく,目の錯覚（残

像）によって二次元のイメージが見える.アクティ

ブ・マトリックス方式では,2 次元のディスプレイ

の全ての画素に対応させて,基板上にトランジス

タを作り,スイッチの役割をさせるので,同時に全

ての画素を点滅させることが可能になる.これら

２つの駆動方式は代替関係にあり,前者はコスト

が安いが輝度の高いディスプレイ技術にしか使

えず,後者はコスト高だが汎用性は高いとの特徴

がある.  
４つのディスプレイ技術（PDP、LCD、OEL、

FED）と２つの駆動技術との関係は,両方があっ

て初めて１つの機能を達成するので「補完関係」,
「補完技術」である. 例えば,ある薄型テレビで

は,PDP のディスプレイ技術とパッシブ・マトリ

ック方式の駆動技術が使用され,別のテレビでは

LCD のディスプレイ技術とアクティブ・マトリッ

クス方式の駆動技術とが使われている.  
このような要素技術の「補完関係」「代替関係」

を図示するために,システム工学の論理回路で用

いる NAND と NOR のマークから NOT を表す○

印を除いた AND と OR のマークを用いると,これ

らの要素技術の関係は,図１のように整理できる.
「補完関係」を表す AND は,In put の要素技術の

全てが可能な時に Out put の機能を実現でき,「代

替関係」を表す OR は,In put の要素技術の１つで

も可能な時にOut putとしての機能が実現できる

ことを意味する. 
また,LCD技術の中にも多くの要素技術を含ん

でいる.液晶パネルは多層構造になっていて,これ

らに対応して,液晶材料,液晶材料を封印する技術,
バックライト,偏光フィルム、導電性フィルム,薄
型ガラス,あるいはこれらを組み立てるプロセス

技術が関係しており,これらの要素技術は補完関

係にある.さらに,この中の液晶材料を考えれば,性
能の良い材料を求めて,候補となる様々なタイプ

の液晶材料の研究開発が行われており,候補材料

は相互に代替関係にある.また,液晶材料を液晶層

に封印するためには,封印材料の研究開発,封印プ

ロセスの研究開発,その中に液晶材料を注入する

プロセス技術が必要で,それらは補完関係にある. 
また, AND と OR のマークは,細かな要素技術を

束ねて実現する１つの「機能」に対応しており,
図２の下の２つの矢印は,この図の左右が,技術の

統合の方向と機能の分解の方向になっているこ

とを示している.統合と分解の概念は,計画段階で

のシミュレーションに役立つ. 
このように液晶の要素技術をブレイク・ダウン

すれば,「補完関係」と「代替関係」の 2 種類の関

係でピラミッド状になった構造を持っている.こ
の要素技術の構造を「技術アーキテクチャ」と称

することとする. このうち「代替技術」は、製品

にする段階で最も適切なものが選択されるので,
１つの商品には「代替技術」は含まれない.一方,
「補完技術」は全てが必要になり,技術的,原理的

に達成が困難な要素技術（この技術が,いわゆるボ

トルネック）を補完技術に含む技術方式は,選択肢

からはずす必要がある.例えば,FED 技術では２つ

のガラス基盤の間を真空にして電子線を飛ばす

方式だが,大気圧と真空の圧力差から薄型ガラス

を背面で支える必要があるが,ディスプレイの面

積全体で支える技術がボトルネックとなって

FED が商品化できなかったと言われている. こ
のため,研究開発計画を立てる際には,必要な要素

技術を全て開発するように研究項目を設定する

必要があるが,それに漏れがある場合には,研究開 
 

 



― 448―

発の中間で設計－試作－試験のサイクルを廻す

ことによってチェックすることが可能である. 
補完技術の入手方法は３つある.①研究開発す

る（自社または外部）,②技術を購入する,③市場

で財・サービスを購入する（部品・材料の調達や

組立のアウトソーシングなど）である.このうち特

に,③は,自社のビジネスの領域を定めることに直

結する.技術アーキテクチャを分析する際は,要素

技術を市場で売買される可能性のある部品,材料,
サービスごとにグループ分けしておけば,後のバ

リューネット分析が容易になる. 
技術アーキテクチャを図示すると技術革新が

起こる道筋をシミュレートすることができる.商
品が上市された後の改良・改善 (Incremental 
Innovation)は,①アーキテクチャの細部でのより

良い「代替技術」の開発や,②付加的な機能（ディ

スプレイが白黒からカラー化される）を実現する

要素技術の付加によって生じる.また,何らかのブ

レイクスルーによって技術的なボトルネックが

解消された場合には,革新的（Radical）なイノベ

ーションが起こることがある. 
 
３．技術－市場分析 

イノベーションにおいては市場ニーズと技術

シーズとのマッチングが必要だが,数百,数千の要

素技術が個々に市場ニーズとマッチングしてい

るわけではない.必要なのは,多くの要素技術を統

合して実現する製品の性能・コストが市場ニーズ

に合致していることである.これは市場における

ポジショニングの問題であり,その戦略としては,
ポーターの３つの競争戦略が有名であるが,それ

には批判もあり,一般的には,図 3 のコスト－品質

のフロンティアが用いられる. 
 

 
 

 

ここで,「消費者が認識する品質」は,１つの性能指

標のみで評価できるものではなく,複数の指標が存在

する2.市場もいくつかのセグメントに分かれており,セ

グメント毎に性能指標への要求スペックが異なる.技

術アーキテクチャ分析では,競合する（代替する）技

術方式を明確にしたが,次にこれら技術方式の間で

将来起こる競争をセグメント毎の市場ニーズに照らし

て評価する.これを「技術－市場分析」と称することと

する. 

「技術－市場分析」は,セグメント毎の将来の市場

規模の予測,セグメント毎の各性能評価項目への要

求スペックの明確化,技術方式の間の性能比較（性

能評価項目毎）,セグメント毎の技術方式間の競争の

予測のステップを踏む. 

ここでは,先ほどのフラット・ディスプレイ技術の例

の続きとして,2001 年度に経済産業省技術調査室3

が行ったフラット・ディスプレイ技術の用途別・技術別

の需要予測の例を用いて,「技術－市場分析」の手法

を示すこととする. 

第一は,セグメント毎の将来の市場規模の予測で

ある. 需要予測の手法には弾性値分析4,成長率の外

挿,積み上げ方式,それらの組み合わせが用いられる.

ディスプレイの例においては,市場を,TV（大型,中小

型）やパソコンモニター（ノート PC,デスクトップ）の他

に,携帯端末や車載パネルのセグメントに分けている.

セグメント毎の予測は,成長率,買換え割合5などの仮

定を設定して実数ベースで予測し6,次に,単価を富士

キメラ総研による過去のデータなどから仮定して金額

ベースの予測とし,セグメント毎の予測の合計として全

体の需要を予測している. 

第二は,セグメント毎の製品の評価項目ごとの要

求スペックである.ディスプレイでは,TV,PC では大型

化するニーズがある反面,携帯電話などでは画素を

小さくして高精細にするニーズがある.薄さについて

は,携帯電話での要求がきわめて厳しいが,TV の要

求はゆるい.製品寿命については,TVでは１日の使用

時間が長いユーザーでも 10 年使用できるようにディ

スプレイの寿命時間を長くする必要があるが,携帯電

話ではそれよりは短い.消費電力についても,省エネ

のニーズが高まっている.TV では動画特性の要求も

                                                  
2 ブルー・オーション戦略では,競争者と異なる評価軸を

見いだすことで競争のないビジネスを展開することを提

案している. 
3 筆者は,当時技術調査室長として,この需要予測の手法を

独自に開発し,指導した. 
4 弾性値分析では,過去何年かのデータが必要なため,新産

業や新市場で過去のデータがない場合には，代替される既

存製品の市場データを代用すれば良い. 
5 ブラウン管からの買換えなど.新製品の市場では,代替品

の市場を調べて,置き換わる割合を仮定するのも１手法. 
6同じセグメントでも,米国,欧州,日本,中国などで普及の態

様が異なる場合には,異なる方法で試算しているものもあ

る. 
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厳しく,スポーツ番組など動きの速い動画にも対応す

る必要がある.技術調査室のレポートでは,具体的な

数値のスペックまでは記載していないが,本来は,数

値まで明確にすることが望ましい. 

第三は,技術方式の間の性能比較で,評価項目毎

に行う必要がある.技術調査室のレポートでは,ディス

プレイ技術の当時の評価として,次のような分析があ

る.PDP は大型化には向いているが,画素を小さくする

ことは困難なため小型化や高精細化には向かない.

薄くすることにも限界がある.また,電気から光への変

換効率が悪く,エネルギー多消費との欠点がある.有

機 EL はその逆で,高画質で,高精細化することが可

能で,小型の市場では強い.しかし,寿命に問題があり,

長寿命化の技術を開発しなければ,市場を拡大する

ことはできない.液晶は,中小型に強く,薄くすることも

できる.ただし,液晶の配列変化に時間を要し,動画特

性には課題がある. 

最後に,セグメント毎の技術方式間の競争の予測

である.これは,第二と第三のステップを総合しセグメ

ント毎にどの技術方式が優勢かを判断するものであ

る.技術調査室のレポートでは図４の需要シェア予測

を掲載している.例えば,PDP の薄さや画素の大きさ

では携帯端末のセグメントでは競争力を持ちえない.

このセグメントでは,液晶と有機 EL とが競争し,当時

使用されていたのは液晶がほとんどだったが,寿命な

どの技術が進めば有機 EL に代替していくと予測さ

れた.一方で,大型 TV のセグメントでは,当時は PDP
が優勢で,将来 FED に置き換わるとの予測だった7.こ

のように,セグメント毎の要求スペックに沿って技術方

式間の競争力を比較することにより,将来の市場での

競争をシミュレートすることができる.なお,図４では, 

セグメント毎の技術方式間のシェアを幅を持って予測

し,セグメント毎の市場規模と掛け合わせたものを合

計して,各技術方式の将来需要を予測している. 

「技術－市場分析」は,以上のように,技術方式毎

の将来市場の規模を導くが,それだけではない. 市

場のどのセグメントを目指すかとの戦略と,そのセグメ

ントでの製品への要求スペックが明確になることが重

要である.これを技術アーキテクチャ分析と組み合わ

せば,「機能の分解」プロセスを通じて,ピラミッド状の

要素技術の各々への要求スペックにブレイク・ダウン

することができる.要素技術毎に,要求スペックと実現

可能性（見通し）を比較すれば,どの要素技術の性能

向上が製品全体の性能向上8の鍵になるかの見通し 

                                                  
7 当時は,FED の一種の SED の試作が一部の企業から発

表され,カーボンナノチューブの用途として,FED の電子

線放出源としての利用が研究されるなど FED もフラッ

ト・ディスプレイの将来技術として期待された.しかし,そ
の後の技術の流れは FED の方には行かず,むしろ液晶が

大型 TV にまで使われるようになった. 
8 製品の市場を他のセグメントに拡大する時には要求ス

図４ 用途別・技術別の需要シェア予測 

 
 

も立てられる.さらに,要素技術レベルでの性能向上

が漸進的に生じる場合の,製品レベルでの市場競争

がどのように変化していくかの動態的な予測も可能に

なる.また,要素技術に物理限界のような原理的な制

約があるならば,当該要素技術に代替する技術方式

へのニーズが高まる9ことを事前に把握することも可能

になる. 

このように,技術アーキテクチャ分析と技術－市場

分析とを組み合わせるだけでも, 事業規模を予測で

き,また,技術がどのように変化していくかの見通しを

立てることが可能になる.これは,研究開発戦略を立て

る上で極めて有効な手段となる. 

 

４．バリューネット分析 

技術と市場の分析では事業規模の予測はできる

が, 企業収益の予測はできない.それは,企業間の競

争を考慮していないためである.日本企業は,技術開

発を主導して新しい市場を切り開いても,韓国企業,

中国企業などの参入後の値崩れや市場シェアの激

減を何度も経験しており,企業間での競争の予測,企

                                                                                
ペックに差があるため,その要求に応えるための性能向上

で,研究開発課題を明確にする上で重要となる. 
9 半導体の微細化技術では,光学的なリソグラフィ技術が

可視光の波長限界に達することが予測された時に,EUV
などの新しい技術方式への代替の必要性が認識され,その

研究開発が始まった. 
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業収益や競争優位の分析は重要である. 

ブランデンバーガーとネイルバブは,ゲーム理論を

市場競争の分析に取り入れ,「コーペティション」の概

念を提唱して,「ビジネスは,「パイ」を作り出すときには

協力し,その「パイ」を分けるときには競争するもの」と

述べているが,情報機器などのシステム製品の市場

におけるユーザー,セットメーカー,部品メーカー,材料

メーカーなどの関係に当てはまる10.液晶 TV 市場に

おいて,TV や液晶パネルの生産・販売では日本企業

は低収益に苦しんでいるが,フィルムなどの素材やキ

ーパーツでは高い市場シェアや高収益を上げている

日本企業があり,バリュー・チェーンのどのプロセスを

事業分野にするかは戦略上重要である. また,彼ら

は,Player 間の関係を示す価値相関図を作成すべき

こと,プレイヤー（Player）,付加価値（Added Values）,

ルール（Rules）,戦術（Tactics）,範囲（Scope）の

PARTS を考慮すべきことを提唱している. 

 

 
 

アーキテクチャ・イノベーションが起こり,技術や市

場が変化する時には,新しいゲームが生まれたり,ゲ

ームが大きく変わったりする.技術をリードする企業は,

その変化を予測する上で優位な地位にあり,これを企

業の戦略に活かすことが望まれる.ここでは,上記の

「PARTS」に沿って,市場競争のゲームを予測する手

法を検討する. 

まず,第一に,「Player」の予測である.新規ビジネ

スの市場にどの企業が参入しようとしているかを特許

や論文の状況,あるいは既存ビジネスでの技術保有

状況から推測することが可能である.また,部品・材料

の供給,キーパーツの生産,完成品の組み立てといっ

たバリュー・チェーンの中での事業プロセス毎に,参

入企業を推測することがポイントで,それが次の「付加

価値」の分析につながる.この予測において,「アーキ

                                                  
10 80 年代に IBM が PC を開発した時のインテル,マイク

ロソフトとの関係の有名な事例は,まさに良い例である. 

テクチャ分析」で述べた「要素技術のピラミッド」が検

討のベースとなる.また,M&A が生じれば Player が

変化するので,そのシミュレーションも重要になる. 

第二は「付加価値」の予測である.ポイントは,バリ

ュー・チェーンの中で,独占または高度寡占となりそう

な事業プロセスとその企業を推測する11ことである.ま

た,自社が目指すビジネスに韓国,中国などの企業の

参入が予測される時,コストなどの不利な条件に対抗

できる付加価値を有しているかの事前検討も必要で

ある. 

第三の「ルール」に関しては,部品・材料の供給者

と セ ッ ト メ ー カ ー と の 契 約 に お け る 最 優 遇 契 約

（MFC）,競争者対抗条項（MCC）や長期契約におけ

るテイク・オア・ペイ契約がゲームを大きく左右するこ

とが指摘されている.これらも重要だが,イノベーション

では,それ以上に,特許のライセンス契約が重要であ

る.排他性の強い特許は何か,それを誰が持ち,誰がラ

イセンスを受けそうか,その特許期限は何年先か,が

Player を大きく変える.排他性の強い特許（基本特

許）が複数ある場合には,クロスライセンス契約が結ば

れるか,部品・材料の供給者と購買者として共存する

ことになるが,前者ならば,同一ビジネスに複数社が参

入して各社の付加価値が低くなる12が,後者ならば,そ

れぞれの競争優位が維持される.また,基本特許の所

有者が大学等の場合,共同研究を行う企業（複数の

場合が多い）にライセンスされる可能性が高く,所有

者がベンチャー企業の場合には,M&A で買収される

可能性がある. 

第四の「戦術」に関して,「他社の認識を操る」こと

の重要性が指摘されている.新ビジネスが事業化され

る前から,新ビジネスや研究開発に参入すべきか否

かの検討が多くの企業で行われている.米国企業等

では,他社が行っている研究開発は避けて Only 
One の分野を目指すが,日本企業は競合他社と同じ

分野で勝とうとすると言われているが,いずれの場合

でも,他社が何をしようとしているかは,お互いに「霧が

かかった」状態にある.こうした中で,自らが行っている

研究開発を大きく見せるのか,小さく見せるのか,特許

出願やプレス発表で,他の Player 達にメッセージを

送ることができる. 

第五の「範囲」に関しては,イノベーションにおいて

は,自社の他の事業との「範囲の経済」を考える必要

がある.コア技術戦略や技術経路を考える重要性

は,MOT で指摘されており,新規事業の事業範囲や

研究開発範囲を定める際には,長期的な企業戦略と

しての事業範囲との整合性を考慮する必要がある. 

                                                  
11 事業戦略としては,自社が独占または高度寡占の事業

を押さえて,収益を確保することが重要である. 
12情報機器をシステムとして組み立てるには多くの企業

間のクロスライセンスを必要とし,それが激しい企業競争

をもたらすことが多い. 
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５．事業と研究開発の戦略構築 

以上で述べた３つの分析,すなわち①アーキテ

クチャ分析,②技術－市場分析,③バリューネット

分析は,事業戦略と研究開発戦略を考える上の有

効なシミュレーション手段となる.こうした手段

を用いて,研究開発を本格化させる前に,事業戦略

と研究開発戦略を立て,戦略に基づいて研究開発

を進めることが重要である.事業戦略の基本は，事

業範囲を定めることであり,ディスプレイの例で

言えば,TV の生産を事業とするのか，ディスプレ

イ・パネルの生産を事業とするのか,ディスプレ

イ・パネルを内製して TV まで生産するのか,その

場合にディスプレイは外販するのかなどの選択

である.その場合に,将来の事業規模と収益性とが

判断のベースとなり,また,「範囲」でも述べたよ

うに, 長期的な企業戦略としての事業範囲との整合

性,他の事業との「範囲の経済性」を勘案して判断す

ることになる. 
研究者,技術者は,こうしたシミュレーションや

戦略立案よりも,実際の要素技術の研究開発に取

り組むことを好み,本社の戦略企画部門では自ら

戦略立案するよりも研究開発部門からの予算要

求やその背後のシナリオを評価するとの楽な道

を選ぶ傾向があって,十分なシミュレーションが

行われてこなかったのではないだろうか？研究

開発を効率的に進めるためには,事前に戦略を明

確にしておく必要がある.それを可能にするのは,
アーキテクチャ分析で述べたように,細かな要素

技術をグループ化して機能として捉えることに

よって,技術の細部まで立ち入らずに,要素技術の

ピラミッド構造を明らかにする手法である. H. A. 
サイモンは,「システム」を分析して,「内部環境」

と「外部環境」の「接面」として「人工物」を捉

えたが, AND マークの左側（外部環境）と右側（内

部環境）はこのような「接面」となっており,要素

技術の細部が明らかになる前に,技術の統合,機能

の分解によって,アーキテクチャの骨格を明らか

にし,技術－市場分析やバリューネット分析につ

なげることを可能とする.もちろん,研究開発の進

展は当初の予想からはずれることが多いが,事前

に３つの分析によって俯瞰図を作成しておけば,
地図のような役割を果たし,迅速な戦略の修正を

可能にする. 
 

６．まとめ 

本論文においては,アーキテクチャ・イノベーショ

ンを対象として,研究開発を本格化させる前に,事業

戦略と研究開発戦略を立てるべきとの問題意識に基

づき,そのための手法として,①アーキテクチャ分析,

②技術－市場分析,③バリューネット分析の３つを組

み合わせることを提案した.これらは,技術と市場と収

益の３つをシミュレーションする手段である. 

今回は,かつて著者が経済産業省で作成したディ

スプレイ技術のレポートを例示として用いたが,本来

は,提案した手法を実際の戦略作成に用いて,その経

験の蓄積からこの手法をより良いものにしていくこと

が望まれるが,それは今後の課題と考える. 
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